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2017年 6月 16日付で大量調理施設衛生管理マニュアルが改正になりました。2016年 8月に起きた「き

ゅうりのゆかり和えによる O157 食中毒事件」（注１）や 2017 年 2 月の「キザミのりによるノロウイル

ス食中毒事件」（注２）を受け、対策を強化したものになっています。 

大量調理施設衛生管理マニュアルは同一メニューを１回３００食以上又は１日７５０食以上を提供す

る調理施設等に適用されます。なお、厚生労働省の通知では、「大量調理施設のみならず、中小規模調理

施設等においても、本マニュアルの趣旨を踏まえた衛生管理の徹底を図るようお願いします。」としてい

るので、保育園等の給食施設にも関係します。主な改正点について考えてみます。 

（注１）2016年 8月 25日千葉県の老人ホームで発生（摂食者 125 人、患者 52人、死者 5人）、2016年 8 月 27日東

京都の老人ホームで発生（摂食者 94人、患者 32人、死者 5人）、原因食品は「きゅうりのゆかり和え（給食）」、病因物

質は「腸管出血性大腸菌Ｏ１５７」だった。 

（注２）大阪市の業者が加工し、大阪市の業者が販売した「キザミのり」により 2017年 1月 26日和歌山県御坊市の学

校給食で発生（摂食者 2,062 人、患者 763 人）、2017 年 2 月 17 日に立川市の学校給食で発生（摂食者 3,078 人、患

者 1,084 人）、小平市の２校の学校給食で 2017 年 2 月 22 日（摂食者 467 人、患者 26 人）と 2 月 24 日（摂食者 645

人、患者 81人）に発生したノロウイルス食中毒事件等 

●原材料等の管理 

＜乾物など少量使用の食材の管理＞ 

「キザミのり」のノロウイルス食中毒事件の反省から、Ⅱの重要管理事項 １.原材料の受入れ・下処

理段階における管理に「（３）加熱せずに喫食する食品（牛乳、発酵乳、プリン等容器包装に入れられ、かつ、

殺菌された食品を除く。)については、乾物や摂取量が少ない食品も含め、製造加工業者の衛生管理の体制に

ついて保健所の監視票、食品等事業者の自主管理記録票等により確認するとともに、製造加工業者が従事者

の健康状態の確認等ノロウイルス対策を適切に行っているかを確認すること」が加わりました。 

加熱しないで喫食する食品は乾物などを含めて、製造加工業者の衛生管理体制について保健所の監視

票や自主管理記録表などで確認することになります。また、製造加工業者が従事者の健康状態等、ノロ

ウイルス対策を適切に行っているか確認することになりました。 

給食施設では、納入事業者から保健所の監視票はなかなか手に入らないと思われるので、自主管理記

録表や従事者の衛生管理点検表などの、提出を求めることになります。 

＜野菜・果物の生食について＞ 

「きゅうりのゆかり和え」食中毒事件の反省から、野菜や果物を加熱しないで提供する場合は、（５）

で「必要に応じて次亜塩素酸ナトリウム等で殺菌する」となっていましたが、今回これに加え「特に高

齢者、若齢者及び抵抗力の弱い者を対象とした食事を提供する施設で、加熱せずに供する場合（表皮を除去す

る場合を除く。）には、殺菌を行うこと」となりました。 

老人ホームや学校給食、保育園給食では表皮を除去する場合を除いて、未加熱で提供する食品の殺菌



が義務付けられたことになります。 

●従事者等の健康管理等について 

＜従事者等の健康状態のチェックの義務化、管理者による記録に＞ 

Ⅱの重要管理事項 ５.その他の（４）従事者等の衛生管理に「②調理従事者等は、毎日作業開始前に、

自らの健康状態を衛生管理者に報告し、衛生管理者はその結果を記録すること」が加わりました。 

さらに③として従来「必要に応じ１０月から３月にはノロウイルスの検査を含めること。」としていまし

たが「１０月から３月までの間には月に１回以上又は必要に応じてノロウイルスの検便検査に努めること」とな

りました。 

そして必要に応じてとは「家族等に感染性胃腸炎が疑われる有症者がいる場合、病原微生物検出情報に

おいてノロウイルスの検出状況が増加している場合などの各食品等事業者の事情に応じ判断すること」と明記

されました。 

必要に応じての内容が明確化されたことと、努めることが加わりました。 

さらに④が新設され「ノロウイルスの無症状病原体保有者であることが判明した調理従事者等は、検便検

査においてノロウイルスを保有していないことが確認されるまでの間、食品に直接触れる調理作業を控えるなど

適切な措置をとることが望ましいこと」 

また⑪で「調理従事者等は当該施設で調理された食品を喫食しないこと。」とされ「原因究明に支障を来

さないための措置が講じられている場合はこの限りでない」の( )書きが（毎日の健康調査及び検便検査

等）から（試食担当者を限定すること等）となりました。 

＜ノロウイルスの検査について＞ 

検便検査では注 7 として「ノロウイルスの検査に当たっては、遺伝子型によらず、概ね便１ｇ当たり１０５オー

ダーのノロウイルスを検出できる検査法を用いることが望ましい。ただし、検査結果が陰性であっても検査感度

によりノロウイルスを保有している可能性を踏まえた衛生管理が必要である」 

この意味するところは「１０５（１０万）から１０６(１００万)未満」程度が検出できる比較的低料金の

簡易検査でも良いとしているところです。以前明記されていた「リアルタイム PCR 等の高感度」の検査

では、いつまでもノロウイルスを検出し続け、長期間職場復帰が出来ないことがあります。「１０５オー

ダー」程度まで少なくなれば手洗い等で十分防げるとの根拠に基づいています。ただし、ゼロではない

ので、職場復帰後はしっかりと手洗いを徹底することになります。「リアルタイム PCR 等の高感度」の

文言についてはすべて削除されました。 

●衛生管理体制 

＜健康状態は把握から確認へ、記録の義務化＞ 

Ⅲの衛生管理体制 1．衛生管理体制確立の「（７）責任者は従事者等を含め、調理従事者等を含め職

員の健康管理及び健康状態の確認を組織的・継続的に行い、調理従事者等の感染及び調理従事者等から

の施設汚染の防止に努めること。」では「把握」が「確認」となりました 

（８）が新設され「責任者は、衛生管理者に毎日作業開始前に、各調理従事者等の健康状態を確認させ、そ

の結果を記録させること」が加わりました。ほとんどの施設では以前からら実施していますが、改めて明



記されました。また、（９）（10）で「検便検査を受けさせる」ことや、前記④のノロウイルスの無症状

病原体保有者であることが判明した調理従事者等についての措置は責任者が確実に行うことになります。 

＜専門家からの助言が加わる＞ 

1．衛生管理体制確立の（16）に「施設の衛生管理全般について、専門的な知識を有する者から定期的な

指導、助言を受けることが望ましい。また、従事者の健康管理については、労働安全衛生法等関係法令に基づ

き産業医等から定期的な指導、助言を受けること」とされ、「専門的な知識を有する者から定期的な指導、

助言を受けることが望ましい。」ことや「労働安全衛生法等関係法令に基づき産業医等」が加わりました。

保健所等でしっかりと監視指導していただければ問題ありませんが、できない場合は、その他の専門家

や産業医等から指導、助言を受けることになります。 

●標準作業と記録類の改正 

別紙２の（原材料等の保管管理マニュアル） 

１．野菜・果物 ⑦必要に応じて、次亜塩素酸ナトリウム等で殺菌（注 5）した後、流水で十分すすぎ洗

いする。 

（注５）「高齢者、若齢者及び抵抗力の弱い者を対象とした食事を提供する施設で、加熱せずに供する場合（ 表

皮を除去する場合を除く。）には、殺菌を行うこと」が加わりました。 

また（別紙）にある「従事者等の衛生管理点検表」の「体調」のところは「下痢」「おう吐」「発熱等」と詳

しく記入するようになりました。 

大量調理施設衛生管理マニュアルは大きな事故が起きるたびに改正されますが、今後の HACCP 義務

化についても重要な文書になるので、一読して生かせるところは現場のマニュアルに反映してください。 

別紙 

  

 

資料：厚生労働省医薬・生活衛生局生活衛生・食品安全部長発保健所設置首長宛 

平成 29 年 6 月 16 日付け「大量調理施設衛生管理マニュアル」の改正について 

http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11130500-Shokuhinanzenbu/0000168026.pdf 
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